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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第２四半期連結
累計期間

第71期
第２四半期連結

累計期間
第70期

会計期間
自　2022年４月１日
至　2022年９月30日

自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2022年４月１日
至　2023年３月31日

売上高 （千円） 10,222,070 11,568,320 23,037,238

経常利益 （千円） 278,939 166,334 1,103,364

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 180,909 255,613 828,966

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 346,621 593,211 1,029,044

純資産額 （千円） 30,004,241 31,005,886 30,686,663

総資産額 （千円） 37,126,940 37,850,291 39,380,985

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 11.89 16.79 54.46

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 80.8 81.9 77.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,224,332 1,924,081 733,056

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △116,964 252,503 △400,268

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △309,927 △343,421 △223,427

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 8,381,056 9,542,477 7,641,992

 

回次
第70期

第２四半期連結
会計期間

第71期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

自　2023年７月１日
至　2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 11.15 18.14

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況　

１ 四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　４.報告セグメントの変更等に関する事項」に記載のとお

りです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日（2023年９月30日）現在において判断したものです。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　　当第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日）におけるわが国経済は、内外の金利差拡大

による円安の進行や、消費者物価の上昇の影響を大きく受けたものとなりました。今後についても為替相場の変

動など先行きは不透明な状況が続くと思われます。

　　このような状況において当社では、半導体関係の需要が引き続き堅調に推移していることを受け、生産体制の

整備・事業構造のシフトに努めるなどの対応を進めてまいりました。

　　この結果、当第２四半期連結会計期間末における財政状態および当第２四半期連結累計期間の経営成績は、以

下のとおりとなりました。

 

①財政状態

（資産）

　　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末と比較して1,229百万円減少の23,869百

万円となりました。これは主に、売掛代金の回収が進んだこと等により現金及び預金が1,846百万円増加した一

方、受取手形、売掛金及び契約資産が2,337百万円、商品及び製品が39百万円、仕掛品が572百万円、原材料及び

貯蔵品が52百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

　　当第２四半期連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末と比較して301百万円減少の13,980百万

円となりました。これは主に、投資有価証券が15百万円増加した一方、減価償却費の計上等により有形固定資産

合計が137百万円、投資その他の資産のその他に含まれる繰延税金資産が157百万円減少したこと等によるもので

す。

　　この結果、当第２四半期連結会計期間末における総資産は37,850百万円となり、前連結会計年度末と比較して

1,530百万円減少いたしました。

（負債）

　　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末と比較して1,836百万円減少の5,856百万

円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金と電子記録債務の合計額が398百万円、賞与引当金が163百万

円、検査計測装置の大口物件の売上計上により契約負債が1,162百万円、流動負債のその他に含まれる設備支払

手形が110百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

　　この結果、当第２四半期連結会計期間末における負債合計は6,844百万円となり、前連結会計年度末と比較し

て1,849百万円減少いたしました。

（純資産）

　　当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比較して319百万円増加の31,005百万円

となりました。これは主に、利益剰余金が親会社による配当金の支払い等により18百万円減少した一方、為替換

算調整勘定が67百万円、保有する有価証券の時価評価額の上昇により、その他有価証券評価差額金が272百万円

増加したこと等によるものです。

　　この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の77.9％から81.9％となりました。
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②経営成績

　　当第２四半期連結累計期間の経営成績は、主に検査計測機器事業および産業機器事業の販売の増加により、当

第２四半期連結累計期間の売上高は11,568百万円で、前年同四半期比1,346百万円、13.2％の増収となりまし

た。

　　一方、利益面につきましては、原材料価格の上昇等による製造コストの増嵩により粗利率が悪化しているこ

と、また販売強化や生産体制強化に伴う固定費の増加もあり、営業利益69百万円（前年同四半期比131百万円、

65.5％の減益）、経常利益166百万円（前年同四半期比112百万円、40.4％の減益）となりました。また、非上場

有価証券等の売却による特別利益256百万円および特別損失20百万円の計上により、親会社株主に帰属する四半

期純利益は255百万円（前年同四半期比74百万円、41.3％の増益）となりました。

 

　　セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

　　当社グループは、オフィス用、福祉・医療施設用の椅子等を製造販売する「住生活関連機器」事業、液晶や半

導体・高機能フィルム用の検査計測装置等を製造販売する「検査計測機器」事業、電磁アクチュエータ・ユニッ

ト（ばね）製品等を製造販売する「産業機器」事業、カーポート、テラス、オーニング等を製造販売する「エク

ステリア」事業、機械・工具等を仕入販売する「機械・工具」事業を報告セグメントとしております。

　　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、前年同四半期との比較・分析

は、変更後のセグメント区分に基づいております。詳細は、「第４ 経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記

事項（セグメント情報等）　４.報告セグメントの変更等に関する事項」に記載のとおりです。

 

（住生活関連機器）

　　当セグメントにつきましては、働き方の変化に対応した新たなオフィスの価値を創造するオフィス家具の開

発・生産に注力してまいりました。

　　この結果、今年度はオフィス家具全般としては需要に回復の傾向が見られた一方で、ＷＥＢ会議需要により好

調であった個室空間製品の需要に一服感があり、売上高は4,956百万円で前年同四半期比267百万円、5.7％の増

収となりました。一方、利益面では固定費の圧縮には努めたものの、円安による仕入れ部材価格の上昇により、

セグメント損失306百万円（前年同四半期はセグメント損失240百万円）となりました。

（検査計測機器）

　　当セグメントにつきましては、堅調な設備投資需要のある半導体関連検査装置や電池部材向け検査装置の開

発、販売に注力してまいりました。

　　この結果、売上高は過年度受注分の液晶向け検査装置の売上計上により、売上高は3,740百万円で前年同四半

期比713百万円、23.6％の増収となりました。一方、利益面においては利益率の低い液晶向け検査装置の売上増

加にともなう粗利率の低下や、半導体検査装置の製造・販売体制強化にともなう固定費増加等により、セグメン

ト利益14百万円（前年同四半期比182百万円、92.5％の減益）となりました。

（産業機器）

　　当セグメントにつきましては、半導体製造装置業界の好調を受け、電磁アクチュエータの増産体制の整備なら

びに販売拡大に取り組んでまいりました。

　　この結果、売上高は1,613百万円で前年同四半期比258百万円、19.0％の増収となりました。利益面では、生産

体制の拡大による設備投資や人員増加などの固定費の増加はありましたが、販売増による粗利益の増加により、

セグメント利益は303百万円（前年同四半期比87百万円、40.8％の増益）となりました。

（エクステリア）

　当セグメントにつきましては、インバウンド需要の復活によるホテル・レストラン業の事業回復を睨み、ＷＥ

Ｂを活用したプロモーション等の販売促進活動に注力してまいりました。

　この結果、売上高は480百万円で前年同四半期比25百万円、5.5％の増収となりました。利益面では、セグメン

ト利益15百万円（前年同四半期はセグメント損失０百万円）となりました。

（機械・工具）

　　当セグメントにつきましては、新規顧客の開拓および既存顧客の需要掘り起こしに注力してまいりました。こ

の結果、売上高は777百万円で前年同四半期比82百万円、11.9％の増収となりました。一方、セグメント利益は

26百万円で、前年同四半期比４百万円、15.5％の減益となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、9,542百万円となりま

した。

　　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は、1,924百万円（前年同四半期比699百万円増加）となりました。これは主に、

賞与引当金の減少額164百万円、投資有価証券売却益235百万円、仕入債務の減少額405百万円、契約負債の減少

額1,163百万円等の資金が減少した一方、税金等調整前四半期純利益402百万円、減価償却費459百万円、売上債

権の減少額2,359百万円、棚卸資産の減少額666百万円等により資金が増加したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により得られた資金は、252百万円（前年同四半期比369百万円増加）となりました。これは主に、有

形固定資産の取得による支出389百万円等により資金が減少した一方、定期預金の預入と払戻にかかる収支53百

万円、投資有価証券の売却による収入603百万円等の資金が増加したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により支出した資金は、343百万円（前年同四半期比33百万円増加）となりました。これは主に、親

会社による配当金の支払額273百万円等によるものです。

 

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（４）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

 

（６）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は348百万円です。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,721,000 15,721,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 15,721,000 15,721,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 15,721,000 － 2,015,900 － 2,157,140
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（５）【大株主の状況】

  2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

コクヨ株式会社 大阪市東成区大今里南６丁目１－１ 2,151.5 14.13

日本発条株式会社 横浜市金沢区福浦３丁目10 2,151.5 14.13

堀井　朝運 長野県上伊那郡宮田村 1,487.4 9.77

株式会社鷹山 長野県上伊那郡宮田村231 1,135.0 7.45

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社
東京都港区浜松町２丁目11－３ 426.3 2.80

水元　公仁 東京都新宿区 408.7 2.68

一般財団法人鷹野学術振興財団 長野県上伊那郡宮田村137 380.0 2.49

タカノ従業員持株会 長野県上伊那郡宮田村137 356.0 2.33

タカノ取引先持株会 長野県上伊那郡宮田村137 338.7 2.22

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８ 283.9 1.86

計 － 9,119.0 59.90

　（注）１．当社は、自己株式を499,420株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．日本発条株式会社の持株数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出している当社株式1,000千株

（発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合6.56％）を含んでおります（株主名簿

上の名義は「みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 日本発条口 再信託受託者 株式会社日本カストディ銀

行」です。）。

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、380千株は信託業務に係るものです。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 499,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,218,400 152,184 －

単元未満株式 普通株式 3,200 － －

発行済株式総数  15,721,000 － －

総株主の議決権  － 152,184 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

タカノ株式会社
長野県上伊那郡宮田

村137番地
499,400 － 499,400 3.18

計 － 499,400 － 499,400 3.18

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,967,014 9,813,500

受取手形、売掛金及び契約資産 9,933,260 ※１ 7,595,695

商品及び製品 882,672 842,705

仕掛品 4,280,979 3,708,979

原材料及び貯蔵品 1,820,585 1,768,167

その他 214,275 140,604

流動資産合計 25,098,788 23,869,653

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,356,064 3,214,588

機械装置及び運搬具（純額） 1,061,906 979,062

土地 4,236,283 4,236,283

その他（純額） 693,164 780,478

有形固定資産合計 9,347,419 9,210,413

無形固定資産   

のれん 251,928 226,735

その他 175,459 182,370

無形固定資産合計 427,388 409,106

投資その他の資産   

投資有価証券 3,315,548 3,330,642

その他 1,198,064 1,036,697

貸倒引当金 △6,223 △6,221

投資その他の資産合計 4,507,389 4,361,118

固定資産合計 14,282,197 13,980,638

資産合計 39,380,985 37,850,291
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,761,288 ※１ 1,233,975

電子記録債務 2,372,075 ※１ 2,501,177

未払法人税等 80,487 98,160

契約負債 1,805,347 642,581

賞与引当金 493,553 329,668

製品保証引当金 15,610 19,139

その他 1,164,486 1,031,837

流動負債合計 7,692,847 5,856,540

固定負債   

長期借入金 198,410 166,500

退職給付に係る負債 544,769 549,797

資産除去債務 4,637 4,657

その他 253,657 266,909

固定負債合計 1,001,474 987,864

負債合計 8,694,321 6,844,404

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,015,900 2,015,900

資本剰余金 2,360,246 2,360,246

利益剰余金 25,925,219 25,906,844

自己株式 △259,302 △259,302

株主資本合計 30,042,062 30,023,688

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 462,408 734,969

為替換算調整勘定 185,531 253,488

退職給付に係る調整累計額 △3,338 △6,259

その他の包括利益累計額合計 644,600 982,198

純資産合計 30,686,663 31,005,886

負債純資産合計 39,380,985 37,850,291

 

EDINET提出書類

タカノ株式会社(E02435)

四半期報告書

12/26



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 10,222,070 11,568,320

売上原価 7,809,031 9,076,588

売上総利益 2,413,038 2,491,731

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 615,342 711,618

賞与引当金繰入額 136,920 114,780

退職給付費用 28,569 31,020

研究開発費 355,314 348,911

その他 1,075,770 1,216,023

販売費及び一般管理費合計 2,211,917 2,422,354

営業利益 201,121 69,377

営業外収益   

受取利息 9,891 8,402

受取配当金 23,554 28,526

為替差益 20,912 6,571

その他 29,326 58,188

営業外収益合計 83,685 101,689

営業外費用   

支払利息 1,224 1,380

固定資産除却損 259 90

コミットメントフィー 3,384 1,952

その他 998 1,310

営業外費用合計 5,866 4,732

経常利益 278,939 166,334

特別利益   

投資有価証券売却益 － 256,308

特別利益合計 － 256,308

特別損失   

投資有価証券売却損 － 20,531

特別損失合計 － 20,531

税金等調整前四半期純利益 278,939 402,110

法人税、住民税及び事業税 43,007 85,543

法人税等調整額 55,023 60,953

法人税等合計 98,030 146,496

四半期純利益 180,909 255,613

親会社株主に帰属する四半期純利益 180,909 255,613

 

EDINET提出書類

タカノ株式会社(E02435)

四半期報告書

13/26



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純利益 180,909 255,613

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 48,519 272,560

為替換算調整勘定 117,726 67,957

退職給付に係る調整額 △533 △2,920

その他の包括利益合計 165,712 337,597

四半期包括利益 346,621 593,211

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 346,621 593,211

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 278,939 402,110

減価償却費 437,399 459,735

のれん償却額 － 25,192

賞与引当金の増減額（△は減少） △205,115 △164,302

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 17,579 4,075

受取利息及び受取配当金 △33,446 △36,929

支払利息 1,224 1,380

投資有価証券売却損益（△は益） － △235,776

売上債権の増減額（△は増加） 2,712,691 2,359,748

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,472,268 666,050

仕入債務の増減額（△は減少） △769,390 △405,038

未払金の増減額（△は減少） △80,291 △53,434

未払消費税等の増減額（△は減少） △87,647 37,131

契約負債の増減額（△は減少） 879,412 △1,163,611

その他 △181,955 50,701

小計 1,497,132 1,947,032

利息及び配当金の受取額 33,663 36,875

利息の支払額 △1,055 △1,356

法人税等の支払額 △305,408 △68,890

法人税等の還付額 － 10,420

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,224,332 1,924,081

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △252,021 △192,023

定期預金の払戻による収入 305,016 246,021

有価証券の売却及び償還による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △238,331 △389,248

有形固定資産の売却による収入 881 17,359

投資有価証券の売却による収入 － 603,755

投資有価証券の取得による支出 △726 △798

その他 △31,782 △32,562

投資活動によるキャッシュ・フロー △116,964 252,503

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 30,000

長期借入金の返済による支出 △30,040 △65,870

リース債務の返済による支出 △36,341 △33,562

配当金の支払額 △243,545 △273,988

財務活動によるキャッシュ・フロー △309,927 △343,421

現金及び現金同等物に係る換算差額 109,305 67,320

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 906,746 1,900,484

現金及び現金同等物の期首残高 7,474,309 7,641,992

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 8,381,056 ※１ 9,542,477
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形等

　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決

済処理をしております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計

期間末日満期手形及び電子記録債務が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2023年９月30日）

受取手形 －千円 48,338千円

支払手形 － 14,357

電子記録債務 － 376,213

 

 

　２　コミットメントライン契約

　当社は、機動的かつ安定的な資金調達を行うため、取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しており

ましたが、当該契約は当第２四半期連結会計期間において契約満了により終了しております。なお、当該コミッ

トメントライン契約には、期間損益計上および純資産額に関する財務制限条項が付されておりました。
 

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2023年９月30日）

コミットメントラインの総額 4,500,000千円 －千円

借入実行残高 － －

差引額 4,500,000 －
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

現金及び預金勘定 8,652,078千円 9,813,500千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △271,021 △271,023

現金及び現金同等物 8,381,056 9,542,477

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年９月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月20日

取締役会
普通株式 243,545 16 2022年３月31日 2022年６月８日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額には、創業80周年記念配当２円が含まれております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 2023年４月１日　至 2023年９月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月19日

取締役会
普通株式 273,988 18 2023年３月31日 2023年６月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

住生活関連
機器

検査計測
機器

産業機器
エクステ
リア

機械・工具

売上高       

顧客との契約から生じる収益 4,610,799 3,026,868 1,355,362 455,296 695,180 10,143,507

その他の収益 78,562 － － － － 78,562

外部顧客への売上高 4,689,362 3,026,868 1,355,362 455,296 695,180 10,222,070

セグメント間の内部売上高又

は振替高
50,884 672 32,812 5,946 303,251 393,566

計 4,740,246 3,027,541 1,388,174 461,242 998,431 10,615,637

セグメント利益又は損失(△) △240,973 196,742 215,326 △481 30,795 201,409

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

   （差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 201,409  

セグメント間取引消去 △288  

四半期連結損益計算書の営業利益 201,121  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 2023年４月１日　至 2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

住生活関連
機器

検査計測
機器

産業機器
エクステ
リア

機械・工具

売上高       

顧客との契約から生じる収益 4,869,721 3,740,365 1,613,413 480,384 777,789 11,481,674

その他の収益 86,645 － － － － 86,645

外部顧客への売上高 4,956,367 3,740,365 1,613,413 480,384 777,789 11,568,320

セグメント間の内部売上高又

は振替高
64,111 3,178 33,269 7,324 166,517 274,401

計 5,020,478 3,743,544 1,646,682 487,708 944,307 11,842,721

セグメント利益又は損失(△) △306,329 14,707 303,231 15,000 26,025 52,636

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

   （差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 52,636  

セグメント間取引消去 16,741  

四半期連結損益計算書の営業利益 69,377  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

　　第１四半期連結会計期間より、従来各セグメントに配分していた新規事業に係る費用について、事業化の見込み

がたったことにより管理区分の見直しを行い、報告セグメントの区分を「住生活関連機器」に変更しております。

　　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを

開示しております。
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（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前第２四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年９月30日）

　報告セグメント別の売上高は、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定および業績の評価をするために、定

期的に検討を行う対象としていることから、収益の分解情報として表示しております。また、地域別の売上、受

注生産形態別の売上、計上時点別の売上についても同様に重要な管理指標としていることから、収益の分解情報

として表示しております。

 

（１）報告セグメントごとの売上高

　報告セグメントごとの売上高は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。

 

（２）地域別の売上高

（単位：千円）
 

 前第２四半期連結累計期間

日　　　本　　　　　※１ 7,868,750

中　　　国　　　　　※２ 1,287,192

台　　　湾　　　　　※３ 684,638

その他地域　　　　　※４ 302,925

顧客との契約から生じる収益 10,143,507

その他の収益 78,562

合計 10,222,070

※１　日本国内の売上高のうち主なものは、住生活関連機器事業4,299,643千円、検査計測機器事業1,257,337千

円、産業機器事業1,161,292千円です。

※２　中国への売上高のうち、885,034千円は検査計測機器事業の売上です。

※３　台湾への売上高のうち、677,763千円は検査計測機器事業の売上です。

※４　その他地域への売上高のうち、206,733千円は検査計測機器事業の売上です。

 

（３）受注生産形態別の売上高

（単位：千円）
 

 前第２四半期連結累計期間

ＯＥＭ生産　　　　※１、※２ 4,731,819

自販・その他　　　※３ 5,411,687

顧客との契約から生じる収益 10,143,507

その他の収益 78,562

合計 10,222,070

※１　ＯＥＭ生産は、主要顧客企業等に対する相手先ブランドによる生産です。

※２　ＯＥＭ生産の売上高のうち主なものは、住生活関連機器事業4,286,920千円、エクステリア事業280,566千

円です。

※３　自販・その他の売上高のうち主なものは、検査計測機器事業3,026,868千円、産業機器事業1,191,029千円で

す。
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（４）計上時点別の売上高

（単位：千円）
 

 前第２四半期連結累計期間

出　荷　時　点 6,779,899

検　収　時　点　　　※１ 3,317,071

保証サービス　　　　※２ 46,536

顧客との契約から生じる収益 10,143,507

その他の収益 78,562

合計 10,222,070

※１　検収時点の売上高のうち、2,875,537千円は検査計測機器事業の売上です。

※２　保証サービス売上高は検査計測機器事業の売上です。

 

　当第２四半期連結累計期間（自 2023年４月１日　至 2023年９月30日）

　報告セグメント別の売上高は、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定および業績の評価をするために、定

期的に検討を行う対象としていることから、収益の分解情報として表示しております。また、地域別の売上、受

注生産形態別の売上、計上時点別の売上についても同様に重要な管理指標としていることから、収益の分解情報

として表示しております。

 

（１）報告セグメントごとの売上高

　報告セグメントごとの売上高は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。

 

（２）地域別の売上高

（単位：千円）
 

 当第２四半期連結累計期間

日　　　本　　　　　※１ 8,529,803

中　　　国　　　　　※２ 1,547,415

台　　　湾　　　　　※３ 1,040,007

その他地域　　　　　※４ 364,447

顧客との契約から生じる収益 11,481,674

その他の収益 86,645

合計 11,568,320

※１　日本国内の売上高のうち主なものは、住生活関連機器事業4,594,291千円、検査計測機器事業1,204,683千

円、産業機器事業1,472,655千円です。

※２　中国への売上高のうち、1,243,094千円は検査計測機器事業の売上です。

※３　台湾への売上高のうち、1,029,119千円は検査計測機器事業の売上です。

※４　その他地域への売上高のうち、263,467千円は検査計測機器事業の売上です。
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（３）受注生産形態別の売上高

（単位：千円）
 

 当第２四半期連結累計期間

ＯＥＭ生産　　　　※１、※２ 4,769,661

自販・その他　　　※３ 6,712,012

顧客との契約から生じる収益 11,481,674

その他の収益 86,645

合計 11,568,320

※１　ＯＥＭ生産は、主要顧客企業等に対する相手先ブランドによる生産です。

※２　ＯＥＭ生産の売上高のうち主なものは、住生活関連機器事業4,346,089千円、エクステリア事業272,921千

円です。

※３　自販・その他の売上高のうち主なものは、検査計測機器事業3,740,365千円、産業機器事業1,462,763千円で

す。

 

（４）計上時点別の売上高

（単位：千円）
 

 当第２四半期連結累計期間

出　荷　時　点 7,378,043

検　収　時　点　　　※１ 4,081,508

保証サービス　　　　※２ 22,122

顧客との契約から生じる収益 11,481,674

その他の収益 86,645

合計 11,568,320

※１　検収時点の売上高のうち、3,610,547千円は検査計測機器事業の売上です。

※２　保証サービス売上高は検査計測機器事業の売上です。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

   １株当たり四半期純利益 11円89銭 16円79銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 180,909 255,613

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
180,909 255,613

普通株式の期中平均株式数（株） 15,221,580 15,221,580

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　当社の海外子会社におきまして、悪意ある第三者による虚偽の指示に基づき資金を流出させる事案が発生いた

しました。

　当社及び当該子会社は、資金流出後まもなく、指示が虚偽であることに気付き、犯罪に巻き込まれた可能性が

高いと判断し、直ちに現地ならびに送金地の捜査機関に対して被害の届け出を行いました。捜査に全面的に協力

するとともに、流出した資金の保全・回収手続きに全力を尽くしております。

　なお、当該子会社の第２四半期決算日は６月30日であり、当社の第２四半期連結財務諸表の作成に当たって

は、同日現在の財務諸表を使用しているため、本事案に伴い発生する損失につきましては、2024年３月期第３四

半期連結会計期間において特別損失として計上する予定です。

＜概要＞

　損失見込額：約83百万円

　事案発生日：2023年７月７日

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2023年11月８日

タカノ株式会社   

取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 長野事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 朽　木　利　宏

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　堀　一　英

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカノ株式会社

の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年９月30

日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカノ株式会社及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）　１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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